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（百万円） 2022年10月期 2023年10月期 前期比

売上高 665 829 +24.6%

売上総利益 476 610 +28.2%

売上総利益率 71.6% 73.6% +2.1pt

販管費 496 573 +15.4%

営業利益/損失(△) △20 37 黒転

営業利益率 △3.1% 4.5% ＋7.6pt

経常利益/損失(△) △26 33 黒転

当期純利益 7 26 +233.2%

 2023年10月期通期は、既存顧客からのアップセルや新規顧客の獲得等により増収増益を実現、大手学習
塾向けの施策は一部手応え感じたものの、業績への反映は2024年10月期以降にずれ込む

2023年10月期通期 業績ハイライト
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2023年10月期通期 KPIサマリー
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有料契約企業数（社）※1 ARPU（円/社/月）※2 ARR（億円）※3

顧客の解約率（%）※4 課金生徒ID数 ※5 課金生徒ID単価（円/月) ※6

1,326 49,937 7.94

0.4 340,000 超 195
※1  2023年10月末時点の「Comiru」サービス有料課金企業数です。
※2  2023年10月末時点の「MRR」を有料契約企業数で除して算出しております。

 「MRR」は、対象月の月末時点における顧客契約プランの月額利用料の合計額（一時収益は含みません）です。
※3  2023年10月末時点の「MRR」を12倍して算出しております。
※4 2023年10月期の「月中に解約した有料契約企業数÷前月末時点での有料契約企業数」の対象期間の平均となります
※5  2023年10月末時点の「Comiru」サービス有料課金ID数
※6  2023年10月末時点の「MRR」を「課金生徒ID数」で除して算出しております。



2023年10月期通期 施策の振り返り
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施策内容 評価※

〇

△

〇

〇

〇

中小塾を中心に、既存顧客の紹介や経営セミナー開催等効果的な
マーケティング活動により、順調に新規顧客を獲得

プログラミング教室や英会話教室を中心に、活用事例の共有や業界
に特化したセミナー開催等により、特にプログラミング教室を中心
に順調に拡大

大手2社の解約が発生したが、「ComiruPRO＋基幹システム
開発」の戦略が当初見通しを上回る状況で、既存顧客を含め14社と
商談し、7社を受注、その内2社が当期より課金開始

大手、中堅塾への値引きの減少や、「ComiruHR」、
「ComiruPRO」の提案及び導入が活発化されたことにより、
ID当たりの単価を上昇

FCEエデュケーション社との提携のほか、教育委員会から「教職員
の働き方改革」に関する調査案件を受注。部活動の地域移行につい
て、千葉県内の教育委員会のモデル事業に採択

塾

習い事

学校

-

顧客基盤の
拡大

ARPUの
向上

※評価の記号は実績に対する当社の見解を表します。各記号は、以下の通り、対業績予想及び成長率における結果を表します。
◎：想定以上の結果であること 〇：想定どおりないし良化していること △：想定を下回っていること ×：想定を大きく下回っていること



 中小塾向けには、自社及び他社との共催経営セミナーが好評し、年間600件以上の商談を
獲得し、約140社の有料契約企業純増に繋がった

2023年10月期施策内容の詳細①
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自社開催の経営セミナー 他社との共催経営セミナー

年間600件以上の商談を獲得
約140社の有料契約企業純増に繋がった

・学習塾の経営サイクルにフォーカスした
トピックで効果的に集客

・業界を超えて、他社と経営セミナー共催
することで、自社だけではリーチしきれ
ない顧客層にもアプローチ



大手塾からの引き合いは当初見通しを上回る状況であり、
既存顧客を含め14社中7社を受注、2社が当期中に課金開始

 大手塾向けには、「ComiruPRO＋基幹システム開発」の戦略が奏功し、システム課題の
改善提案や要件整理等を積極的実施したことで、既存顧客を含め大手塾7社から受注

2023年10月期施策内容の詳細②
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システム選定プロセス

従前

今期

保護者コミュニケーション

請求管理

生徒管理・講師管理

マーケティングツール（入会管理）

BIツール（経営状況分析）

保護者コミュニケーション

請求管理

生徒管理・講師管理

マーケティングツール（入会管理）

BIツール（経営状況分析）

システム選定の上流工程へ

大手塾が抱える課題をPOPERの
ノウハウと「Comiru」の運用経験

を提供することで解決
Comiruに集約する
ことで利用機能が拡大

業務改善 システム要件整理 システム要件定義 システム選定・導入



 その他習い事については、プログラミング教室及び英会話教室を中心に、業界特化した
セミナーの実施により、年間60社以上の有料契約企業が増加

2023年10月期施策内容の詳細③
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プログラミング教室向けセミナー 英会話教室向けセミナー

年間60社以上の有料契約企業が増加



 学校向け施策としては、FCEエデュケーション社との提携により、中長期施策の布石を
打ち、地方自治体の教育委員会で一部導入事例を実現

2023年10月期施策内容の詳細④
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FCEエデュケーション社との提携 自治体・教育委員会への取り組み

・FCEエデュケーション社は全国1,300校
以上※の公立・私立の中高学校向けに教材
や教育プログラムを提供

・同社との提携により、中長期的に学校へ
の布石を打つ

・教育委員会から「教職員の働き方改革
実態調査」のプロジェクトを受注し、
学校市場の現状と課題を理解

・千葉県の教育委員会の部活動地域移行の
モデル事業に「Comiru」を採択

学校
管理者

学校
部活動顧問

地域部活動
指導員

生徒/保護者

※2023年1月時点
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944 
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 有料契約企業数は前期比およそ18.6%増加し、顧客の解約率も引き続き低水準を維持

各種KPI指標の推移①
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有料契約企業数

前期比
＋18.6%

（単位：社）

0.8%

0.5%

0.5%
0.4%

20.10 21.10 22.10 23.10

顧客の解約率推移



147 

219 

330 340 

20.10 21.10 22.10 23.10

 課金生徒ID数は、第２四半期に生じた大手塾の解約により一時的に減少したものの、
アップセル等により生徒ID単価とともに期末にかけて持ち直す。

各種KPI指標の推移②
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課金生徒ID数 （単位：千ID）

189 192 
179 

195 

20.10 21.10 22.10 23.10

生徒ID単価

前期比
＋8.9%

（単位：円/月）

・大手塾の解約により、一時308千IDまで
低下したが、期末にかけて回復

前期比
＋3.0%



39,120 
44,821 

52,886 49,937 

20.10 21.10 22.10 23.10

 ARPUは大手塾の解約による影響から一時的に減少、ARRは有料契約企業数の増加及び課金
生徒ID数の回復により前期比12.0%増加

各種KPI指標の推移③
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ARPU （単位：円/社/月）

前期比
▲6.4%

2Q

46,443

ARR （単位：百万円）

前期比
＋12.0%

333 

507 

709 
794 
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・大手塾の解約により、一時的
に減少（来期に持ち直す予定）



176,536 

301,727 

476,244 

610,612 
67.3% 68.1% 71.6% 73.6%
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売上総利益 売上総利益率

 売上高の成長とともに開発の効率化等により収益改善を実現

売上総利益率の推移
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売上総利益推移 （単位：千円）



262,362 

442,880 

665,331 

369,397 

482,236 496,728 
573,381

0

500,000

20.10 21.10 22.10 23.10

売上高 販管費

 事業拡大に伴い、人員増強等により販管費が前期より増加したものの、売上高が堅調に
推移していることから販管費率がさらに改善

売上高販管費率の推移
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売上高に占める販管費の推移 （単位：千円）

140.8%
108.9% 74.7% 69.1%

販管費割合

829,201



※「人件費関連」とは、「役員報酬」及び「従業員給料及び手当」を合算した数値です。

161,937 

286,353 299,890 
353,561 33,493 

43,293 
58,246 

58,382 

24,552 

22,157 
32,936 

27,334 

57,839 

58,566 
34,331 

46,302 

91,575 

71,864 71,324 

87,801 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

20.10 21.10 22.10 23.10

人件費 業務委託費 マーケ関連業務委託費 広告宣伝費 その他

573,381

369,397

482,236 496,728

約44%

約59%

約22%

約17%

 大手塾向けの戦略を実行するために、プロダクトマネジメント部門や大手塾向けセールス
部門の人材を強化したが、費用面で大幅な増加はなく、前期同様の割合で推移

販管費内訳の推移
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販管費の推移と内訳 （単位：千円）

約14%

約60% 約61%

人件費関連※

約12%

マーケティング
費用関連
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（百万円） 2023年10月期
（実績）

2024年10月期
（予想） 前期比

売上高 829 987 +19.1%

売上総利益 610 724 +18.7%

売上総利益率 73.6% 73.4% △0.2pt

販管費 573 661 +15.4%

営業利益 37 62 +68.8%

営業利益率 4.5% 6.4% ＋1.9pt

経常利益 33 61 +86.3%

当期純利益 26 48 +83.4%

 2024年10月期については、前期の反省を踏まえ、保守的に計画を作成。
売上高は前年比19%成長し、営業利益は68%増を目指す

2024年10月期 業績の見通し
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2024年10月期 経営戦略
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 2024年10月期においても、顧客基盤の拡大とARPU最大化の二軸で成長を目指す



12社 17社 8.5%

77社 88社 8.8%

1,156社 1,300社 4.2%

23.10 24.10

※ 当社は、生徒数規模によって大手塾、中堅塾、個人塾を分類しております。
※ 各分類の分母となる想定対象社数は、全国私塾情報センター「学習塾白書 2020 」、経済産業省「2019年経済構造実態調査報告書 学習塾編」より当社推定

「ComiruPRO」の導入と基幹システムの
有償開発をセットにしたサービスを強化し、
学習塾業界の業務DX化に貢献

既存顧客の紹介や経営セミナーの実施以外に、
CyberOwl社等との提携を通じて、更なる
付加価値の向上を提供

 大手塾と中小塾については、それぞれ以下の施策で獲得を強化予定

顧客分類別の事業戦略
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2024年10月期の施策案顧客分類 

5,000人以上

個 人 塾

中 堅 塾

大 手 塾

300～5,000人

300人未満

（約31,000社）

（約1,000社）

（約200社）

「 C o m i r u」サービスの市場占有率



 経産省が示した「2025年の崖(※) 」問題は、大手学習塾にも多く存在しており、
「Comiru」事業で培ったの強みを活かして、業界の更なるDX化に貢献

2024年10月期 施策内容の詳細①
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「2025年の崖」が示す現状課題

・経産省が発表しているITシステム
「2025年の崖」問題は、大手塾にも
  多く存在し、潜在的な基幹システム
  のクラウド化需要は高まっている

既存システムのレガシーシステム化

新しい技術に対応できない

IT人材不足・システム維持管理費の高騰

サイバーセキュリティ等のリスクの高まり

各種システムのサポート終了

「Comiru」事業で培った塾事業への深い理解と
専門人材の育成

「Comiru」事業を通じて常に
最新のテクノロジーに対応

「Comiru」の利用を前提に設計するため、必要な
不足分だけ開発のため圧倒的にリーズナブル

約34万生徒、1,300社を安心・安全に
運用してきた実績

POPERの解決案

・「Comiru」事業で培ってきた強みを
 活かし、基幹システム刷新のPJに注力
 することで、更なる大手塾の獲得に邁進
ー専門人材の採用と育成に注力

※経済産業省「DXレポート～ITシステム「2025年の崖」の克服とDXの本格的な展開～」（2018年９月）
※2023年10月末時点



 地方中小塾のマーケティング課題に対して、自社だけの取り組みではなく、CyberOwl社
と連携することで、更なる付加価値の向上を検討

2024年10月期 施策内容の詳細②
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マーケティング課題への施策

・地方の中小塾において、集客やその教室に合った集客方法を見つけ出すこと、それらに
時間やコストを要することは一つの大きな課題

・CyberOwl社との連携を通じて、相互サービスの利便性をさらに高め、より快適で
スムーズな学習塾の検索、検討サービスを提供
ー「テラコヤプラス by Ameba」から体験授業予約が直接可能に



 習い事市場及び学校市場においては、引き続き自社で推進しつつ、他社との提携も積極的に
検討

2024年10月期 施策内容の詳細③
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※ 学校市場のID数は、文部科学省「文部科学統計要覧（平成31年版）」より当社試算
※ 習い事市場のID数は、文部科学省「文部科学統計要覧（平成31年版）」、厚生労働省「令和3年（2021年）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況

（令和3年（2021年）5月1日現在）」、学校教育総合研究所「小学生白書Web版「2021年8月調査」」「中学生白書Web版「2020年8月調査」」「高校生白書Web版
「2021年8月調査」」、文部科学省「子どもの学校外での学習活動に関する実態調査報告（平成20年度版）」、ベネッセ教育総合研究所「学校外の学習機会」より当社試算



 システム提供以外にも、教育業界の総合プラットフォーマーとして、自社アセットの活用や
他社との連携強化により、教育現場の「教える」をなめらかになれるようサポート

2024年10月期 施策内容の詳細④
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免責事項

本資料は、資料作成時点において当社が入手している情報に基づき策定しており、当社がその実現を約束

する趣旨のものではありません。

また、独立した公認会計士又は監査法人による監査又はレビューを受けていない、過去の財務諸表又は計

算書類に基づく財務情報及び財務諸表又は計算書類に基づかない管理数値が含まれていることをご了承く

ださい。
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